
給与等及び待遇について（令和８年４月１日現在） 

 

給与等の勤務条件については、次のとおりです。ただし、給与等の勤務条件に関する 

条例・規則等の改正により、変更する場合があります。 

種 類 内         容 

職 位 実績、能力、経験、年齢等を勘案し格付けされます。 

給 料 

「倉敷市職員の給与に関する条例」（昭和４２年倉敷市条例第２４号）別表第２ 

イ 教育職給料表（２）に基づき支給します。（なお、初任給の級号給については

前職等の経験によって決定します。） 

昇 給 原則として年１回 

諸 手 当 

期末・勤勉手当（年４．６５か月）、地域手当、扶養手当、住居手当、通勤手当等

がそれぞれの支給要件に応じて支給されます。 

※４月１日採用の場合、初年度６月の期末・勤勉手当については、支給額１００

分の３０に減額されます。 

赴任旅費 赴任旅費は倉敷市の規定により支給されます。 

勤務時間 週３８時間４５分 

休 日 土曜日、日曜日、祝日、年末年始 

休 暇 年次休暇、特別休暇（結婚、出産、忌引等に要する休暇）等 

 

 

 ※ 様式１「履歴書」にある「地方公務員法第１６条の欠格条項」については次のとおりです。 

・ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなる

までの人 

・ 当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない人 

・ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、法第６０条から第６３条までに規定する

罪を犯し刑に処せられた人 

・ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した人 

 

 

 

 



赴任旅費について  

 

１ 赴任にかかる交通費 

  どのような手段で移動するかお知らせください。 

公共交通機関を利用する場合には、経済的で通常の経路により人事課で算定します。 

航空機で移動する場合は領収書が必要になります。 

自家用車で移動する場合は、実際に利用した高速道路料金、駐車料金、ガソリン代の領収書が

必要になります。なお、荷物を自家用車で運ぶ場合（２③）は、転居費のみ支給対象となりま

す。 

 

２ 転居費（引っ越し代） 

  赴任に伴う転居について支給するものです。 

① 引越業者へ依頼する 

２社以上の引越業者から見積りを徴取し、最も経済的なものを上限とします。見積書と転居

が終了した際に発行される領収書（内訳の分かるもの）を受領し、提出してください。 

② 宅配便を利用する。 

引越業者へ依頼するよりも安価であることが判断できる書類を用意してください。（少数の段

ボールを宅配便で送るなど、明らかに引越業者へ委託するよりも安価になる場合には、引越

業者との比較は不要です。） 

伝票やレシートなど宅配便を利用した箱数、金額がわかるものを提出してください。 

③ 自家用車またはレンタカー等を利用する。 

   実際に利用した高速道路料金、駐車料金、ガソリン代の領収書を提出してください。 

   レンタカーを利用した場合には、レンタカー代金の利用内訳の分かる領収証を提出してくだ

さい。 

 

３ 着後滞在費 

  赴任に伴う転居に必要な滞在について支給するものです。 

   ５泊分を限度とした上限付き実費支給になります。（実際に宿泊した泊数分に係る宿泊費と宿

泊手当の合計額を支給） 

   宿泊費の領収証（朝夕食代の明細が分かるもの）を提出してください。 

 

 ４ 家族移転費 

   赴任に伴う家族の移転について支給するものです。 

   家族移転費の額は、家族 1人ごとに、職員の移転に相当する旅費の額を支給します。（交通費、

宿泊費又は包括宿泊費及び宿泊手当の合計額に相当する額とする） 

   それぞれかかった費用の領収書を提出してください。 



Q & A 

 

Q1 転任をする場合の交通費の支給区間は、新旧在勤官署間になるのでしょうか。それとも、新旧

居所地間になるのでしょうか。 

A１ 交通費の支給区間は、新旧在勤官署になります。 

 

Q２ 引っ越し業者から徴取する見積りは、インターネットの見積りでも可能でしょうか。 

A２ 可能です。 

 

Q３ 異動発令日以前に転居した場合の取扱いはどうなりますか。 

A３ 異動発令日前に行った転居が「赴任に伴う」ものであると旅行命令権者が判断すれば、支給

対象となります。 

 

Q４ 宅配便を利用し何回かに分けて荷物を送る場合、いつまで、又は何回までを転居に伴う費用

と認められますか。 

A４ 回数に制限はありませんが、転居費が赴任に伴う旧居所から新居所への転居に対して支給さ

れる旅費であることを踏まえと、社会通念上相当の期間内（異動発令日から１カ月までとしま

す）に送付することが必要です。 

 

Q５ 工事、設置等に係る追加費用は支給対象になりますか。 

A５ 原則支給対象になりませんが、空調設備、暖房器具、ガス器具及び洗濯機の取外し及び取付

け工事費用並びに取付けに必須の付帯工事費用については、支給対象になります。 

 

Q６ 不要品及び粗大ごみの回収や処理に係る費用は転居費の対象になりますか。 

Q６ 対象になりません。 

 

Q７ 着後滞在費は異動発令日後の宿泊にしか支給されませんか。 

A７ 原則異動発令日後の宿泊に支給する費用ですが、特別の事情がある場合は支給できるケース

もありますので、個別に事情をお知らせください。 

 

Q８ 着後滞在費は、異動発令日の前日にホテル等へ宿泊した場合は支給されますか。（領収書の日

付は異動発令日） 

A８ ホテル等へ宿泊しなければならない理由を伺い決定します。 


